
 

 

新型コロナウイルス感染症に係る子育て世帯への 

影響等に関するアンケート調査の結果報告書 

 

１．調査の概要  

 新型コロナウイルス感染症に係る子育て世帯への影響等を把握し、子育て支援施策の立案等に有

効な資料とするため、アンケート調査を実施しました。 

２．調査方法 

  訓子府町に住所を有する０歳から１８歳までの子どもの保護者を対象に、アンケート調査のＱ

Ｒコードが記された通知を郵送し、Googleフォームにアクセスの上、回答したもの 

  通知発送日：令和 ２年１２月１６日 

  回答の締切日：令和 ３年 １月 ４日 

３． 調査対象・回収状況 

調査対象者 対象者数 回収数 回収率 

０歳から１８歳までの

子どもの保護者 
３４７ ２０９ ６０．２％ 

                     ＷＥＢ版以外の回答者は１件であった。 

４．調査結果について 

（１）概  要 

 今回の調査では、世帯収入の減少では「ほぼ変化なし」が最も多くを占め、「減少した世帯」も高

い傾向となっている。（Ｑ１６）また、世帯支出についても「ほぼ変化なし」、「増えた」がほぼ均衡

している状況となっています。(Ｑ１７) 

職業別では「派遣社員・契約社員・パート・アルバイト等」で「世帯収入の減少」が高い傾向、世

帯収入別では「２００万円未満の区分」で「世帯収入の減少」が高い傾向となっています。 

 また、町として早急に充実すべき子育て支援（３つを選択）の問いには「経済的に困窮する家庭へ

の支援」「給付金による経済的な支援」を選択された人が最も多く、「お子さんの学習支援」、「お子さ

んの預け先の感染防止対策」が続いています。 

 また、年収別区分においてもほぼ同様の傾向を示していますが、収入が低い階層は「給付金によ

る経済的な支援」の割合が高く、収入が高くなると「経済的に困窮する家庭への支援」の割合が高く

なる傾向がみられます。 

 収入４００万円から８００万円の階層では、「お子さんの学習支援」の割合が高くなる傾向にあり

ます。 
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（１）設問ごとの結果 

 Ｑ１ 回答する保護者の性別 

 

 Ｑ２ 主な生計維持保護者の方の職業は、次のどれにあてはまりますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｑ３ その他の生計維持保護者の方（共働き等）の職業は、次のどれにあてはまりますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業, 63人, 

30%

商工業（自営）, 

10人, 5%

会社員, 63人, 

30%

公務員・団体

職員, 43人, 

21%

派遣社員・契約

社員・パート・

アルバイト等, 

21人, 10%

その他, 9人, 4%

農業, 54人, 

33%

商工業（自営）, 

2人, 1%

会社員, 24人, 

15%

公務員・団体

職員, 19人, 

12%

派遣社員・契

約社員・パー

ト・アルバイ

ト等, 43人, 

27%

その他, 20人, 12%

85人 124人

人 50人 100人 150人 200人 250人

男性 女性
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 Ｑ４ あなたを含め、あなたと同居している人数についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｑ５ お子さんと同居されている方はどなたですか。お子さんから見た関係でお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｑ６ ０歳から１８歳までのお子さんの人数についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父親, 30%

母親, 37%

祖父, 7%

祖母, 9%

兄弟・姉妹, 

15%

その他, 2%

13人

48人

69人

43人

20人

16人

人 10人 20人 30人 40人 50人 60人 70人 80人

２人

３人

４人

５人

６人

７人以上

73人

80人

48人

6人

1人

1人

人 10人 20人 30人 40人 50人 60人 70人 80人 90人

１人

２人

３人

４人

５人

６人
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 Ｑ７ ０歳から１８歳の一番上のお子さんの Ｑ８ ０歳から１８歳の二番目のお子さんの 

通っている学校等についてお答えください。 で通っている学校等についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ９ ０歳から１８歳の三番目のお子さんの  Ｑ１０ ０歳から１８歳の四番目のお子さんの 

通っている学校等についてお答えください。 通っている学校等についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１１ ０歳から１８歳の五番目のお子さんの Ｑ１２ ０歳から１８歳の六番目のお子さんの 

通っている学校等についてお答えください。  通っている学校等についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

未就園, 9人

こども園, 

31人

小学校, 66人

中学校, 35

人

高等学校等, 

65人

その他, 3人 未就園, 9人

こども園, 

33人

小学校, 62人

中学校, 

27人

高等学校等, 

5人

その他, 2人

未就園, 

9人

こども園, 

22人

小学校, 

23人

中学校, 

2人

高等学校等, 1人 その他, 1人
未就園, 3人

こども園, 

2人

小学校, 5人

こども園, 

2人

こども園, 

2人



4 

 

Ｑ１３ 新型コロナウイルス感染症の影響で保護者（主な生計維持者）の就労状況に変化はあり

ましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１４ 新型コロナウイルス感染症の影響で保護者（その他の生計維持者）の就労状況に変化は

ありましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１５ 昨年の世帯の収入を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変化なし, 173人

休業した（有給）, 5人

休業した（無給）, 7人

テレワーク・在宅勤務となった, 5人 その他, 17人

変化なし, 138人

休業した（有給）, 16人

休業した（無給）, 1人

テレワーク・在宅勤務となった, 5人

退職・廃業した, 2人 その他, 12人

27人

37人

50人

38人

20人

37人

人 10人 20人 30人 40人 50人 60人

200万円未満

200万円以上400万円未満

400万円以上600万円未満

600万円以上800万円未満

800万円以上1000万円未満

1000万円以上



5 

 

Ｑ１６ 新型コロナウイルス感染症の影響で世帯収入は減りましたか。減った場合、新型コロナ

ウイルス感染症流行前（２月以前）と比較して最も減った月で何割程度減りましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１７ 新型コロナウイルス感染症の影響で世帯支出は増えましたか。増えた場合、新型コロナ

ウイルス感染症流行前（２月以前）と比較して最も増えた月で何割程度増えましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１８ 町から子育て家庭向けの情報について、どのように収集していますか。（３つ選択） 

 

120人

38人

24人

12人

6人

1人

8人

人 20人 40人 60人 80人 100人 120人 140人

ほぼ変化なし

１割～２割減った

３割～４割減った

５割～６割減った

７割～９割減った

まったくなくなった

増えた

わからない

94人

69人

22人

8人

16人

人 20人 40人 60人 80人 100人

ほぼ変化なし

１割～２割増えた

３割～４割増えた

減った

わからない

43人，10%

166人，38%

76人，17%

8人，2%

17人，4%

125人，29%

0% 20% 40% 60%

町ホームページ

広報くんねっぷ

友人・知人・家族などからの口コミ

町からのインターネット経由の案内

（アプリ等）

新聞等

その他（学校やこども園からの情報提供、

町からのダイレクトメールなど）
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Ｑ１９ 新型コロナ禍で、あなたにとって町として早急に充実すべき子育て支援はどのようなこと

だと思いますか。（３つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 自由記入 

⑴経済的支援等に関する意見等 ９件 

 町からの給付金をお願いします。 

 コロナウイルス感染対策で、支出が増えていますので今後の対応を踏まえ給付金などの支援を。 

 

⑵子育て環境、施設等に関する意見 １０件 

 教室や職員室にエアコンを整備してほしい。 

 １クラスの人数を減らしてほしい。 

いつでもインターネットで授業できるよう準備してほしい。 

 

⑶情報提供などに関する意見 ５件 

 町内感染者が出た場合に誹謗中傷を防ぐため、学校関係ではある程度の情報封鎖と保護が必要。 

 町内感染者は隠さず公表してほしい。差別しないためにも正しい情報提供をして欲しい。 

 

⑷その他の意見 ６件  

107人, 22%

109人, 22%

75人, 15%

33人, 7%

17人, 3%

32人, 6%

33人, 7%

20人, 4%

58人, 12%

9人, 2%

3人, 1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

経済的に困窮している家庭への支援

給付金による経済的な支援

お子さんの学習支援

放課後お子さんが安心して過ごすことが

できる遊び場・居場所に関すること

お子さんの発育・健康に関すること

お子さん・保護者の心のケア妊娠・

出産、子育てに関する相談支援

保護者の健康支援・医療費助成

妊婦・産婦の支援

お子さんの預け先の感染防止対策

特になし

その他
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（２）クロス集計による分析 

①保護者（主な生計維持者）の職業と就労状況の相関関係を分析 

「Ｑ１３ 新型コロナウイルス感染症の影響で保護者（主な生計維持者）の就労状況に変化は

ありましたか。」では、各職業において「変化なし」の回答率が最も高いが、「会社員」において

は、「テレワーク・在宅勤務となった（５％）」が次に多く、また、「派遣社員・契約社員・パー

ト・アルバイト等」においては「休業した（無給）（２０％）」、「休業した（有給）（１５％）」が

続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56人, 89%

9人, 90%

57人, 90%

40人, 93%

6人, 30%

5人, 63%

2人, 3%

3人, 15%

1人, 2%

4人, 20%

2人, 25%

3人, 5%

1人, 2%

1人, 5%

7人, 11%

1人, 10%

1人, 2%

1人, 2%

6人, 30%

1人, 13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業

商工業（自営）

会社員

公務員・団体職員

派遣社員・契約社員・

パート・アルバイト等

その他

変化なし 休業した（有給）

休業した（無給） テレワーク・在宅勤務となった

勤務先・業種を変更した 退職・廃業した

その他
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②保護者（その他の生計維持者）の職業と就労状況の相関関係を分析 

「Ｑ１４ 新型コロナウイルス感染症の影響で保護者（その他の生計維持者）の就労状況に変

化はありましたか。」では、各職業において「変化なし」の回答率が最も高いが、「会社員」にお

いては、「テレワーク・在宅勤務となった（１７％）」、「休業した（有給）（１３％）」が続き、「公

務員・団体職員」と「派遣社員・契約社員・パート・アルバイト等」においては、「休業した（有

給）」が次に高くなっている。また、「その他」では、「退職・廃業した（１３％）」と回答してい

る方がいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46人, 87%

1人, 50%

17人, 71%

15人, 83%

29人, 67%

13人, 87%

1人, 2%

3人, 13%

3人, 17%

9人, 21%

1人, 2%

4人, 17%

2人, 13%

6人, 11%

1人, 50%

4人, 9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業

商工業（自営）

会社員

公務員・団体職員

派遣社員・契約社員・

パート・アルバイト等

その他

変化なし 休業した（有給）

休業した（無給） テレワーク・在宅勤務となった

勤務先・業種を変更した 退職・廃業した

その他
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③保護者（主な生計維持者）の職業と収入減の相関関係を分析 

「Ｑ１６ 新型コロナウイルス感染症の影響で世帯収入は減りましたか。減った場合、新型コ

ロナウイルス感染症流行前（２月以前）と比較して最も減った月で何割程度減りましたか。」の

職業別では、「ほぼ変化なし」の回答率が最も高いが、収入の減少した割合が「農業」において

は約７割、「商工業（自営）」においては約５割、「会社員」では約３割、「派遣社員・契約社員・

パート・アルバイト等」においては８割程度を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18人, 29%

5人, 50%

47人, 75%

39人, 91%

5人, 24%

6人, 67%

11人, 17%

12人, 19%

2人, 5%

13人, 62%

18人, 29%

1人, 10%

2人, 3%

3人, 33%

10人, 16%

2人, 20%

2人, 3%

1人, 10%

1人, 2%

2人, 10%

1人, 2%

2人, 6%

1人, 10%

1人, 2%

人, 2%

1人, 5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業

商工業（自営）

会社員

公務員・団体職員

派遣社員・契約社員・

パート・アルバイト等

その他

ほぼ変化なし １割～２割減った ３割～４割減った

５割～６割減った ７割～９割減った まったくなくなった

増えた わからない
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④保護者（主な生計維持者）の職業と支出増の相関関係を分析 

「Ｑ１６ 新型コロナウイルス感染症の影響で世帯支出は増えましたか。増えた場合、新型コ

ロナウイルス感染症流行前（２月以前）と比較して最も増えた月で何割程度増えましたか。」の

職業別では、「ほぼ変化なし」の回答率が最も高いが、どの職業においても「１割～２割増えた」

が次に高く、「会社員」や「派遣社員・契約社員・パート・アルバイト等」では、「３割～４割増

えた」の回答率も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34人, 54%

9人, 90%

18人, 29%

26人, 60%

4人, 19%

3人, 33%

17人, 27%

1人, 10%

30人, 48%

12人, 28%

4人, 19%

5人, 56%

3人, 5%

9人, 14%

2人, 5%

8人, 38%

4人, 6%

2人, 3%

1人, 2%

1人, 5%

5人, 8%

4人, 6%

2人, 5%

4人, 19%

1人, 11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業

商工業（自営）

会社員

公務員・団体職員

派遣社員・契約社員・

パート・アルバイト等

その他

ほぼ変化なし １割～２割増えた ３割～４割増えた 減った わからない
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 ⑤保護者（主な生計維持者）の年収の変化の相関関係を分析 

 「農業」においては、「1000万円以上」が最も多く、「商工業（自営業）」と「会社員」にお

いては、「４００万円以上６００万円未満」、「公務員・団体職員」においては、「６００万円以上

８００万円未満」、「派遣社員・契約社員・パート・アルバイト等」と「その他」においては、「２

００万円未満」が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2人, 3%

1人, 10%

2人, 3%

17人, 81%

5人, 56%

6人, 10%

2人, 20%

19人, 30%

5人, 12%

3人, 14%

2人, 22%

10人, 16%

4人, 40%

23人, 37%

11人, 26%

1人, 5%

1人, 11%

7人, 11%

1人, 10%

16人, 25%

14人, 33%

11人, 17%

1人, 10%

2人, 3%

6人, 14%

27人, 43%

1人, 10%

1人, 2%

7人, 16%

1人, 11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業

商工業（自営）

会社員

公務員・団体職員

派遣社員・契約社員・

パート・アルバイト等

その他

200万円未満 200万円以上400万円未満

400万円以上600万円未満 600万円以上800万円未満

800万円以上1000万円未満 1000万円以上
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⑥世帯年収と収入状況との相関関係を分析 

「Ｑ１６ 新型コロナウイルス感染症の影響で世帯収入は減りましたか。減った場合、新型コ

ロナウイルス感染症流行前（２月以前）と比較して最も減った月で何割程度減りましたか。」の

年収別では、「２００万円以上１０００万円未満」においては、「ほぼ変化なし」の回答率が最も

高いが、「２００万円未満」においては、「１割～２割減った」が最も高く、「１０００万円以上」

においては、「３割～４割減った」が高くなっている。全体的にみると、収入の減少した割合が

４割程度を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10人, 37%

25人, 68%

38人, 76%

26人, 68%

10人, 50%

11人, 30%

12人, 44%

6人, 16%

6人, 12%

7人, 18%

4人, 20%

3人, 8%

3人, 11%

2人, 5%

2人, 4%

1人, 3%

2人, 10%

14人, 38%

3人, 6%

1人, 3%

2人, 10%

6人, 16%

1人, 4%

2人, 5%

1人, 3%

2人, 5%

1人, 4%

2人, 5%

1人, 2%

1人, 3%

2人, 10%

1人, 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

200万円未満

200万円以上

400万円未満

400万円以上

600万円未満

600万円以上

800万円未満

800万円以上

1000万円未満

1000万円以上

ほぼ変化なし １割～２割減った ３割～４割減った

５割～６割減った ７割～９割減った まったくなくなった

増えた わからない
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 ⑦世帯年収と支出状況との相関関係を分析 

「Ｑ１６ 新型コロナウイルス感染症の影響で世帯支出は増えましたか。増えた場合、新型コ

ロナウイルス感染症流行前（２月以前）と比較して最も増えた月で何割程度増えましたか。」の

年収別では、「４００万円以上」においては、「ほぼ変化なし」の回答率が最も高いが、「４００

万円未満」においては、「１割～２割増えた」が高くなっている。全体的にみると、支出が増加

した割合が４割を占めている。 
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51%
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41%
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32%

26%
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3%
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5%

5%

5%

15%

5%

6%

11%

10%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

200万円未満

200万円以上

400万円未満

400万円以上

600万円未満

600万円以上

800万円未満

800万円以上

1000万円未満

1000万円以上

ほぼ変化なし １割～２割増えた ３割～４割増えた 減った わからない
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 ⑧「町として早急に充実すべき子育て支援」において回答が多かった上位５項目について、世帯

収入との相関関係を分析 

子育て支援世帯において、世帯収入との相関関係はなく、経済的な支援やお子さんの学習支

援、遊び場や居場所に関することなどどの家庭でも早急な対応を望んでいる。 
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26人, 33%

20人, 19%

17人, 26%

6人, 16%

17人, 27%

16人, 24%

15人, 19%

29人, 28%

14人, 21%

12人, 32%

21人, 33%

11人, 16%

12人, 15%

21人, 20%

16人, 24%

9人, 24%

6人, 9%

9人, 13%

10人, 13%

19人, 18%

5人, 8%

8人, 22%

7人, 11%

2人, 3%

9人, 12%

7人, 7%

10人, 15%

1人, 3%

4人, 6%

6人, 9%

6人, 8%

7人, 7%

4人, 6%

1人, 3%

9人, 14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

200万円未満

200万円以上

400万円未満

400万円以上

600万円未満

600万円以上

800万円未満

800万円以上

1000万円未満

1000万円以上

給付金による経済的な支援

経済的に困窮している家庭への支援

お子さんの学習支援

お子さんの預け先の感染防止対策

放課後お子さんが安心して過ごすことができる遊び場・居場所に関すること

保護者の健康支援・医療費助成


